
（3）長期療養（医療療養）  

B3シナリオ  

改革後の長期療養（医療療養）は、医療必要度の  
低いニーズが介護施設に移行することや、旧介護  

療養から医療必要度の高いニーズが移行してくる  

ことから、総体として平均的な医療必要度が高まり．  

医療に重点を置いた長期ケアが提供される。  

長期療養（医療療養）には、36万人／日から、医療  

必要度の低いニーズ19万人／日が介護に移行し、  

旧介護療養から医療必要度の高いニーズ4万人／日  

が医療療養に移行してくるため、21万人／日になる  

ものと思われる。   

＊医療療養のうち、医療区分1に該当する37．7％  

と、医療区分2の3割に当たる14，2％の併せて  

51．9％のニーズ（2025年で約19万人／日）が介護  

へ移行し、旧介護療養のうち、医療区分3に該当す  
る4．0％と、医療区分2の7割に当たる14．6％の併  

せて20．6％のニーズ（2025年で約4万人／日）が医  

療療養に移行すると仮定  

改革後の長期療養（医療療養）は、医療必要度の  

低いニーズが介護施設に移行することや、旧介護  

療養から医療必要度の高いニーズが移行してくる  

ことから、総体として平均的な医療必要度が高まり、  

医療に重点を置いた長期ケアが提供される。  

長期療養（医療療養）には、36万人／日から、亜急  

性期等からの2万人／日を加え、医療必要度の低い  

ニーズ19万人／日が介護に移■行し、旧介護療養から  

医療必要度の高いニーズ4万人／日が医療療養に  

移行してくるため、23万人／日になるものと思われる。   

＊医療療養のうち、医療区分1に該当する37．7％  

と、医療区分2の3割に当たる14．2％の併せて  

51．9％のニーズ（2025年で約19万人／日）が介護  

へ移行し、旧介護療養のうち、医療区分3に該当す  
る4．0％と、医療区分2の7割に当たる14．6％の併  

せて20．6％のニーズ（2025年で約4万人／日）が医  

療療養に移行すると仮定  

（同左）  

（4）医療機関から介護や外来■在宅医療への移行  

上記の結果、医療機関から介護や外来・在宅医   上記の結果、医療機関から介護や外来・在宅医  上記の結果、医療機関から介護や外来・在宅医   

療に移行する者は、140万人のうち、16万人／日と   療に移行する者は、140万人の       うち、30万人／日と  療に移行する者は、140万人のうち、29万人／日と   

考えられる。   考えられる。  考えられる。  



（5）介護（医療から介護への移行を踏まえた改革）  

B3シナリオ  

（前提）  

（力介護施設（特養・老健）  

まず、現状投影型における要介護度別世帯類型別施設入所者  
数を推計し、要介護度3以上の施設利用割合（要介護認定者等  

に対する施設利用者数の割合）が5％程度低下するものと仮定  

（要介護2は10％、要介護1は施設利用せずと仮定）。  

その上で、特養は重度者中心、老健は在宅復帰施設であるこ  
とを念頭に中重度者中心の利用と仮定。なお、介護療養型老健  
は医療ニーズが一定程度ある高齢者が利用するものと仮定し、  

前記により全体的に重度シフトした施設利用者を現状の要介護  

度別施設利用者割合で按分して設定。  

このことに伴って、特養については、入所時の要介護度の上昇  
により平均在所期間が短くなり（3．74年程度→3年程度）その分  

入退所者数が増加すること、老健等他の施設の機能強化に伴っ  

て家庭からの入所が増加することを仮定。   

②居住系（グループホーム・特定施設）   

施設■居住系サービス全体で、スウェーデンなみ（高齢者人口  

対比で6％程度）の整備を仮定。   

＊2025年の高齢者人口3，635万人×6％＝218万人／日。これか  

ら、施設ニーズ（①で設定したものに（1）～（4）により医療から移  

行する分を加えたもの）を控除して、居住系の利用は68万人／日  

と設定。   

＊このうち、グループホームの整備量については、施設を利用し  

ない認知症高齢者のうちグループホームを利用する者の割合を  

2025年に5割程度増加（11％→17％）させるものと仮定して、  

204万人／日×17％＝35万人／日と設定。結果として、特定施設は  
68万人／日から35万人／日を控除して33万人／日と設定。   

③在宅  

現状投影型における介護サービス利用者数から、上記①②を  

控除して設定。  

（同左）   （同左）  



B3シナリオ  

（医療から移行する者について）  

（1）～（4）により、医療から介護に移行する15万  

人／目については、医療ニーズが一定程度ある看で  

あることから、大半（95％相当）が施設を利用するも  

のと仮定する。  

（医療から移行する者について）  

（1）～（4）により、医療から介護に移行する23万  

人／日のうち、医療が必要な亜急性期からの5万人／  

日については介護ニーズが比較的低いものとして、  

十分な在宅医療を受けながら在宅介護サービスで  

対応するものと仮定する。   

療養病床からの15万人／日及び亜急性期からの3  

万人／日の合計18万人／目については、医療ニーズ  

が一定程度ある者であることから、大半（95％相  

当）が施設を利用するものと仮定する。   

「療養病床アンケート調査」（平成19年3月）による  

と、医療区分1もしくは2の患者について望ましいと  

考える施設として病院以外では特養、老健とするも  

のが大半であり、各々同数程度であったことから、  

特養と療養型老健で半々程度で利用するものと仮  

定。残る1万人／日は在宅と仮定。結果として、特養  

9万人／日、療養型老健9万人／日、在宅6万人／日と  

なる。（端数により合計が内訳の和に一致しない）  

（同左）  

「療養病床アンケート調査」（平成19年3月）による  

と、医療区分1もしくは2の患者について望ましいと  

考える施設として病院以外では特養、老健とするも  

のが大半であり、各々同数程度であったことから、  

特養と療養型老健で半々程度で利用するものと仮  

定。残る1万人／日は在宅と仮定。結果として、特養  

7万人／日、療養型老健7万人／日、在宅1万人／日と  

なる。  

（6）その他  

○精神■感染症等の病床、歯科診療所、医療や施設からの移行を除く在宅介護利用者はBl，B2，B3シナリオにおいてもAシナリオと同じと仮定。具体的には  

精神感染症等の病床の入院患者数は2007年～2025年にかけて約30～40万人／日程度で推移、歯科診療所の1日あたり患者数は2007年～2025年にかけて  
約120～130万人／日程度で推移、移行を除く在宅介護利用者数は2007年の約240万人／日から2025年の約410万人／日へと増加する計算。  

○外来・在宅医療の患者数については、  

・近年の受診動向をみると、延べ患者数は減少傾向にあるが、今回のシミュレーションではこの傾向は織り込んでおらず、Aシナリオでは若干増加する計算と   

なっている。  

・Bl、B2、B3シナリオにおいては、生活習慣病予防への取り組みにより、2025年の外来・在宅医療の患者数がAシナリオに比べて5％程度減少するものと   

仮定。（外来医療費に占める糖尿病、高血圧性疾患、虚血性心疾患、脳血管疾患の割合が概ね2～3割程度であること、また、2015年度におけるメタポリッ   

クシンドロームの該当者及び予備軍を2008年度と比べて25％減少させるとの目標があることを勘案して、2割程度×25％＝5％程度と仮定。）  

・また、在宅医療の普及等に鑑みて、Bl、B2、B3シナリオにおいては、病院の外来t在宅医療の患者数及び医療費の半分程度が診療所に移行するものと   

仮定。  

○上で述べたような諸改革の実現に伴い平均在院日数の短縮が見込まれ、また、在宅サービスの充実、生活習慣病予防の効果が一定程度織り込まれており、  

全体として医療t介護サービスの質向上■効率化プログラム（平成19年5月 厚生労働省）を一定程度踏まえたものとなっている。   



＜現状＝非効率な資源利用・非最適化＞ ＜将来＝充実強化かつ効率的な資源利用＞  

コ
ス
ト
高
（
強
化
）
 
コ
ス
ト
低
（
生
活
重
視
）
 
 
 

急
性
期
医
療
 
 

慢
性
期
、
介
護
 
 

国民も最適ケアの場に、支え手も望む働く場に  



改革シナリオと現状投影シナリオの比較  

B3シナリオ  

（さらに進んだ改革）   

急性期医療  

高度急性病床26万床〔碧点化ノ  

平均在院日数16日  

僻事膠・虚完縁ノ  

人員数116％増「増子屋ノ  

（このほか、その他の一般急性病床は  

49万床、在院日数9日、人員80％増  

を見込む。）   

介護施設149万人分  

（礎鹿窟化・屋点化ノ  

B2シナリオ  

（大胆な改革）   

急性期医療  

急性病床67万床〔署点化ノ  

平均在院日数10日儲ノ  

Blシナリオ  

（穏やかな改革）   

急性期医療  

急性病床80万床（喜点化ノ  

平均在院日数12日（プ転嫁ノ  

Aシナリオ  

（現状投影）   

急性期医療   

一般病床133万床   

平均在院日数20．3日  

人員数100％増（：皆屋ノ  人員数 58％増r増子貞ノ   

（急性病床の20％増）  

人員数現状のまま  

介護施設149万人分  

（礎彪虜化・屋点化ノ  介護施設146万人分    傾度窟化■屋点化ノ  

介護施設169万人分  

居住系 68万人分r二充稟ノ  

うちグループホーム 35万人分  

居住系■68万人分倭実ノ  

うちゲルづ○ホーム 35万人分  

居住系 68万人分倭窯ノ   

うちグループホーム 35万人分  

居住系 47万人分  

うちグループホーム 25万人分  

在宅（三敢棄ノ  小規模多機能 60万人／日  

在宅「頗ノ   

小規模多機能 60万人／日  在宅「充夏ノ  小規模多機能 60万人／日  在宅 小規模多機能 数万人／日  

マンパワー（医療介護職員計）  

627．8～641．3万人  

マンパワー（医療介護職員計）  

663．7～67臥7万人  マンパワー（医療介護職員計）   551．1～563．8万人  マンパワー（医療介護職員計）  

669．1～684．4万人  

効率化（上記以外）  

効率化プログラム等を踏まえ  

■予防効果（外来32万人減等）  

・毎年0．1～0．3％効率化  

※（伸び率ケース①の場合）  

効率化  

（同左）  効率化 織り込んでいない  
効率化  

（同左）   







現状  

○在宅サービスメニュー、星の不足  

○居住系整備不足  

ZOZ5年の響  
○で亘る服り住討慣れた地域で暮らし続ける  

○自らの希望とi酎尺できりきいサービスを安けることがでまる  

○施設・居住系サービスをスウェーテン並別に拡充  

OZ4時間対応など多様ぢ在宅サービス  

○施設も地域に密書した小規模化、ユ＝・γトナア  

＜人口5万人の場合＞  

ム5歳以上：II．000人（うち、75歳以上；5，000人）  05歳以上：I5．000人（うち、75歳以上‥9．000人）   



平成20年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査  

（平成20年度調査）の結果報告書について  

○ 標記報告書につきましては、分量が多い（750ページ程度）ことから、当  

l   

目配布とさせていただきました。  

○ なお、報告書は、以下のURLに掲載しておりますので、必要に応じてご参   

照いただければ幸いです。  

地T）：／／www．mhlw．go＿jT）／shinどi／2009／05／sO5204html   




